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研究成果の概要： 

 日本の地方圏の産業クラスターは、欧米や日本の首都圏の産業クラスターと異なり、世界的

な拠点大学や大企業の研究所が尐なく、イノベーションやベンチャー企業の創出を中心的目標

に据えることは問題がある。日本の地方圏の産業クラスターについては、不足している関連支

援産業の誘致や広域的な観点からの確保や、すでに立地している関連支援産業の生産技術、製

品の持続的高度化を政策の主要目標にすることが重要である。 

  

 

交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2005 年度 1,300,000 0 1,300,000 

2006 年度 500,000 0 1,000,000 

2007 年度 500,000 150,000 650,000 

2008 年度 600,000 180,000 780,000 

年度 0 0 0 

総 計 3,400,000 330,000 3,730,000 

 

研究分野：経済学 

科研費の分科・細目：経済政策  

キーワード：産業クラスター、産業集積、半導体産業、関連支援産業、科学技術政策  

 
１． 研究開始当初の背景 

 日本のみならず、世界的に産業クラスター
についての注目が集まっている。日本におい
ても経済産業省による産業クラスター計画、
文部科学省による知的クラスター計画など、
マイケル・ポーターによって提起された産業
クラスターのコンセプトを活用した諸政策
が実施されるようになっている。 

 しかし、産業クラスターのコンセプトは、
先端産業からローカルな産業にまで適用可
能なルースな、応用範囲の広いコンセプトで
あり、そのことが産業クラスター理解につい
ての混乱と多様な政策および評価軸の乱立

という問題を引き起こしている。 

 とくに日本の地方圏においては、工場の地
方分散政策によって、一定の産業集積が形成
されてきたという背景があり、欧米のような
大学、研究所による研究開発、イノベーショ
ン、ベンチャー企業創出という先進的な産業
クラスターモデルとは異なる条件に置かれ
ている。 

ただし、日本の地方圏には、産業の頭脳部
分である大学や企業の研究所、国立研究所な
どは尐ないものの、素材、部材、部品、製造
装置などの関連支援産業の集積という点に
おいては、日本の地方圏の産業クラスターの
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集積度は高く、産業間の連携・取引ネットワ
ークの形成、関連業種間のイノベーションの
連鎖という点においては有利である。 

 したがって、日本の産業クラスター計画は、
マイケル・ポーターのルースなクラスター概
念を基礎としつつも、欧米の研究開発、ベン
チャー企業中心のモデルとは異なる発展モ
デルを設定しなければならい。 

 このことは、産業クラスター計画や知的ク
ラスター計画において政策評価の指標や軸
を、日本においてどのように設定するべきな
のかという、日本オリジナルな課題を提起す
ることになる。 

２．研究の目的 

産業クラスター政策が、これまでの地域産
業政策とどのような点において異質であり、
そのことが政策評価に対して、いかに困難な
課題を提起しているかについて、まず明らか
にし、産業政策としての産業クラスター政策
の評価手法について研究を行う。 

戦後日本の産業立地政策は、そのときどき
の成長産業（設備投資、新規立地の多い）に
ついての地方誘導政策であった。そのことが、
特定の産業集積というよりも、素材や部品、
最終組み立て工程を含む、多様な工場集積を
形成するひとつの要因として作用してきた。 

地方の産業集積の問題点は、３つある。第
１は、労働集約的な素材や部品産業の集積は
実現したが、製造装置などの工作機械産業の
集積が進まなかった点である。 

第２は、素材や部品産業と地域の最終組み
立て工程との取引関係が弱く、工場は集積し
ていても相互の関連性（取引、人的、研究開
発）に乏しい点である。 

第３は、低賃金、安い工場用地を求めて立
地した低コスト指向型の工場が多く、よりコ
ストの低い海外の工場用地が開発されると、
生産の縮小、工場移転の対象をなりやすいと
いう側面を有していた点である。 
 このような日本的な特色を色濃く有する
地方圏の「産業集積」を「産業クラスター」
へと移行させるための政策手段、目標とは何
なのかを明らかにすることが、きわめて重要
であると考える。 

３．研究の方法 

 マイケル・ポーターの著書、論文を基礎と
しつつ、OECD の三冊の報告書、および国内
外で出版された著書、論文のサーベイにより、
産業クラスターに対する理解に、多様性があ
り、このことが政策的評価に混乱をもたらし
ている背景となっていることを確認し、日本
の地方圏の産業集積を形成してきた歴史的
な条件と産業立地政策について明らかにし、
日本の地方圏における産業集積を前提とし
た、日本型産業クラスター形成の課題と意義
を明らかにする。 

 経済産業省の産業クラスター計画、文部科

学省の知的クラスター計画においてとくに
評価の高い、九州の半導体クラスターを事例
としつつ、歴史的な形成過程と産業クラスタ
ー戦略の課題、およびグローバリゼーション
時代における新しい政策課題と評価の観点
について検討を加えた。その結果は、『半導
体クラスターのイノベーション』中央経済社、
2008 年において明らかにしている。 

 

４．研究成果 
 マイケル・ポーターが事例として取り上げ
るアメリカの産業クラスター地域の事例と
異なり、日本では、人口減尐・高齢化、国内
マーケットの縮小としいうこれまでに経験
したことのない、厳しい条件下において、い
かにイノベイティブなクラスターの形成・発
展を模索するのかという特殊な問題を議論
しなければならない。 

 とくに人口減尐の激しい地方の産業クラ
スターにおいては、関連産業の集積を確保す
るために、より広域的な取引ネットワークを
構築する必要がある。したがって、政策評価
の第１指標は、取引関係の広域化の進展でな
ければならない。第２指標は、国内の市場縮
小、取引先、関連支援産業の縮小に対応する
ために、海外の周辺地域において急速に発展
しつつある、海外の産業クラスターといかな
るネットワークを構築するのか、という点で
ある。 

 第２の指標については、九州の半導体クラ
スターを事例として、グローバルな産業クラ
スターの連携・役割分担について研究を行っ
た。その成果は、山崎朗編『半導体クラスタ
ーのイノベーション』中央経済社、2008 年
において明らかにされている。 

 半導体については、自動車、ゲーム機、デ

ジタル家電、携帯電話、医療機器など、パソ

コンに代わる新しい用途が生まれてきてお

り、パソコンという同質の限られた市場にお

けるコスト競争という競争関係から、用途ご

との特色を有する機能分担というグローバ

ルな役割分担が行われるようになりつつあ

る。 

さらに、日本の半導体クラスターにおいて

は、最終製品の組み立て部門の競争力低下に

対して、素材、部材、部品、製造装置の国際

競争力は、相対的に高まっており、近隣のア

ジアの半導体クラスター地域においては、日

本製の素材、部材、部品、製造装置への依存

度が高まるというグローバルな取引関係の

深化という面が強まっている。また、日本の

産業クラスターは、アメリカと異なり、人口

減尐・高齢化という若年労働力不足、国内・

地域需要の減尐という課題に直面しており、

この難問に対応しつつ、よりイノベイティブ

な産業クラスターへと進化していくための



 

 

ビジョンと政策支援が問われている。 

 若年労働力の不足という問題に対しては、

より機械化、オートメーション化の進展によ

って補うほかなく、そのためには関連支援産

業、とくに製造装置メーカのイノベーション、

新製品開発が重要となる。産業クラスターに

おける機械化の進展は、地域における雇用者

数の減尐をもたらす可能性が高い。 

つまり、日本の産業クラスター計画におい

て、雇用者数の増加を目標として設定するこ

とは、不適切であるといわざるをえないので

ある。すなわち、産業クラスターにおける製

造装置部門の優先的発展を宿命としなけれ

ばならない日本の産業クラスターは、製造装

置の一早い開発によって、世界的な需要を獲

得する機会を得ることになる。製造装置メー

カの優先的発展と輸出の増加こそが、日本の

産業クラスターの発展方向性であり、政策目

標も製造装置の開発や輸出増加に置かねば

ならない。 

 製造装置の輸出増加は、同様の製品を製

造・開発している世界各地の産業クラスター

との関連性、技術的親和性を増幅させる。製

造装置の同質性は、素材、部材、部品産業の

輸出増加を引き起こす。 

このことは、日本国内の最終組み立て工程

の企業にとっては、国内の産業クラスター固

有の供給源であった、関連支援作業がグロー

バルな関連支援産業へと進化することを意

味しており、生産技術という面における優位

性を維持することが困難になることを意味

する。 

もちろん、国内に世界的な競争力を有する

素材、部材、部品、製造装置メーカが存在す

ることは決してマイナスの要因というわけ

ではない。しかし、これまでのように国内の、

あるいは特定の地域のなかだけで自己完結

する取引関係では、日本のように需要減尐す

る国においては、発展の契機を見出すことが

できなくなるであろう。 
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